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|ま じめに

はじめに

本報告書は、平成 20年度における我が国の公的年金の財政状況をとりまとめたもので

ある。

社会保障審議会年金数理部会は、「被用者年金制度の安定性及び公平性の確保に関し、

財政再計算時における検証及び毎年度の報告を求めること」、「被用者年金制度の一元化

の具体的な措置が講 じられる際の具体的な費用負担の在 り方等について年金数理的な観

点からの検討及び検証」などを行 うため設置されている。

部会設置以来、これまで毎年、公的年金各制度の財政状況について制度所管省に報告

を求め、その財政状況を専門的な観点から検討、分析するとともに、財政を見る上で必

要 となるデータや将来の財政再計算等で考慮すべき事項について指摘 してきた。また、

平成 16年に行われた財政再計算については、その聴取資料を基に各制度の安定性、公平

性に関 して財政検証を行つている。 これ らの内容については、部会議事の公開、報告資

料や議事録の厚生労働省ホームページヘの掲載等を通 じて、その内容を国民に広 く提供

してきた。

本報告では、各制度からの平成 20年度の財政状況の報告をもとに、各制度の財政状況

を横断的に一覧できるようにわか りやす くまとめた上で、年金財政の複雑な仕組みやそ

の意義、これまでの経緯などの説明とともに、現状分析及び平成 16年財政再計算 との比

較を行つた。平成 13年度分から、毎年、報告書を作成・公表 しているが、今年度は、新

たに、従来の収支比率に替わる財政指標 として 「保険料比率」を作成 し、分析を行つて

いる。

本報告書が公的年金の財政状況理解の一助 とな り、ひいては年金制度に関する議論に

資することができれば幸いである。
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第 1章◆公的年金の概要

第 1章 公 的年金 の概 要

1 公的年金とは

公的年金は、老後を始め、障害や死亡の場合の所得保障を図るものである。現在、

その財政は、現役世代の支払つた保険料をその時々の高齢者の年金給付に充てるとい

う世代間扶養を基本 としつつ、一定の積立金を保有 し活用することにより将来世代の

負担を緩和する仕組みとなつている。

公的年金は、古くは恩給及び官業共済制度をもととし、いくつかの制度が順次創設

された。現在は、国民年金 (基礎年金)と 厚生年金保険 (以下、厚生年金 とい う)、 さ

らに国家公務員共済組合、地方公務員共済組合及び私立学校教職員共済制度の 3つの

共済年金 (以下、それぞれ国共済、地共済、私学共済とい う)か らなる。旧社会保障

制度審議会に年金数理部会が設置 された昭和 55年当時には、これ ら5つの制度の他、

船員保険、公共企業体職員共済組合 (国鉄共済、専売共済、 日本電信電話共済 :以下

旧三共済 とい う)、 農林漁業団体職員共済組合 (以下、旧農林年金 とい う)が あったが、

いずれ も厚生年金 と統合 (船員保険については職務外の年金給付部分 )、 現在に至って

いる。

本報告書では、主 として、平成 7年度からの動きについて見てお り、その後に統合

があつた旧三共済 と旧農林年金については、おおむね厚生年金に含めている。なお、

国民年金を除 く各年金を被用者年金 と総称する。

2 体系 (国 民年金と被用者年金との関係 )

公的年金の体系は図で示す と、次頁のとお りである (図表 1-2-1)。

公的年金の うち国民年金は、全国民共通の「基礎年金」の制度である。被用者年金各

制度の被保険者・組合員 。加入者 (以下、被保険者 とい う)は国民年金の第 2号被保

険者 とな り注
、その被扶養配偶者 (20歳以上 60歳未満の者に限る。)は同第 3号被保険

者 となる。第 2号、第 3号被保険者のいずれにも該当しない者、例えば自営業者 とそ

の配偶者、家族従業者、無職の者などで 20歳以上 60歳未満の者は同第 1号被保険者

となる。そして原則 として 65歳到達以後、老齢基礎年金を受給する。また、被用者年

金制度の被保険者期間を有する者は、当該被用者年金の支給開始年齢到達以後、基礎

年金 とは別に当該被用者年金も併せて受給する。なお、国民年金には基礎年金以外に

付加年金や寡婦年金 といった独 自給付がある。

注 65歳以上の者にあっては、老齢・退職年金の受給権を有さない者に限られる。
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第 1章◆公的年金の概要

1基金   |
一
国
共
済

(代行部分)|

厚生年金

地
共
済

私
学
共
済

難

図表 1-歩1 公的年金の体系

″ 共済年金 、

職域相
当部分

自営業者等
第 2号被保険者
の被扶養配偶者

民間サラリーマン 公務員等

第 1号被保険者 第 3号被保険者 第 2号被保険者

注 厚生年金基金は老齢厚生年金の一部を国に代わつて支給する (図 中「代行部分」)。

3 公的年金制度の一元化

我が国の公的年金制度は、それぞれ経緯を持つて発足、発展 してきた。その後、制

度間での制度的、財政的な差異が制度 自体の安定性 と加入者間の公平性に問題を生 じ

るようになり、その対応策 として公的年金の一元化が推進 されている。 1でみた、制

度の統合 もその一環である。 さらに、平成 16年財政再計算では、平成 13年 3月 16日

付け閣議決定 「公的年金制度の一元化の推進について」に従い、国共済 と地共済にお

いては財政単位一元化が図 られ、私学共済では掛金率を従前 よりも前倒 しして引き上

げていくこととされた。
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第 2章 財政状況

本章では、公的年金各制度の財政収支、被保険者、受給権者、さらに年金扶養比率、総合費用

率などの財政指標について、現状及び最近の推移をみる。

1 財政収支の現状及び推移

(1)平成 20年度の財政収支状況の概況

図表 2-1-1は、平成 20年度の各制度の決算における財政収支状況をとりまとめた

ものである。年金数理部会では、すべての公的年金制度について積立金等を時価評

価 した参考値の報告を受けているが、本表では、各制度の決算で基準 となっている

評価損益を含まない「簿価ベース」での数値で記載 しつつ、参考 として、評価損益を

含む「時価ベース注
」での運用収入や年度末積立金等の数値を併せて掲載 している。

最初に、公的年金制度全体の財政状況をみる。

注 「(12)積立金」の項を参照のこと。

(公的年金制度全体の収入 :保険料収入 28.8兆 円、国庫・公経済負担 8.0兆円等 )

平成 20年度の公的年金制度全体での収入の内訳をみると、保険料収入が 28兆

8,186億円、国庫・公経済負担が 7兆 9,895億円、運用収入が簿価ベースで 2兆 6,414

億 円などとなっている。

国共済と地共済の収入には、それぞれ 3,538億 円、9,445億 円の追加費用がある。

追加費用 とは、年金給付の うち制度発足前の期間である恩給公務員期間等の期間、

すなわち基本的には国共済は昭和 34年前、地共済は昭和 37年前の期間に対応する

部分に係る費用を、国又は地方公共団体等が事業主として負担 しているものである。

また、厚生年金の収入である解散厚生年金基金等徴収金 3,486億 円については、

平成 15年度から始まった厚生年金基金の代行返上による移換金である。これは将来

にわたる給付義務を伴 う一時的な収入である。

独立行政法人福祉医療機構納付金 6,754億 円については、旧年金資金運用基金が

行つていた年金住宅融資等債権の管理・回収業務を承継 した独立行政法人福祉医療

機構が、当該業務で回収 した回収金を厚生年金及び国民年金の年金特別会計へ納付

したものである。これは、旧年金資金運用基金が平成 17年度末に解散 したことに伴

い、年金住宅等融資事業等に係 る財政融資資金からの長期借入金の繰上償還を行 う

など、事業の廃上に必要 となる費用等を平成 17年度に厚生年金、国民年金が支出し
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第 2章◆財政状況

図表 卜1-1 財政収支状況  一平成20年度―

注1厚生年金・国民年金の簿価ベースの運用収入は、年金積立金管理運用独立行政法人納付金をカロえたものを計上している。

注2厚生年金・国民年金の時価ベースは、 日午金福祉事業団から承継 した資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分の運用実績を時価ベー

スで評価したものである。なお、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年全・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により行つている。
また、国共済、地共済、私学共済の時価ベースの運用収入は、正味運用収入 (運用収入から有価証券売却損等の費用を減じた収益額)に年度末積立金の評価損益の増減分を

加算して推計しており、参考値である。

注3基礎年全拠出金収入、国民年金勘定の基礎年金拠出金には、特別国庫負担額を含めた基礎年金勘定への繰入額を計上している。

注4基礎年金勘定の積立全は、基礎年金制度が導入された昭和61年度より、国民年金法に基づく基礎年金等の給付財源として、国民年金勘定の積立金の一部をこの勘定の積立金
としたものである。

注5厚生年金の収支状況は、厚生年金基金が代行している部分を含まない。

注6公的年金制度全体では、公的年金制度全体としての財政収支状況をとらえるため、公的年金制度内でのや りとり (①～④)について収入・支出両面から除いている。また、
単年度の財政収支状況をとらえるため、収入のその他 (※)には、基礎年金勘定の「前年度剰余金受入」15,675億 円を除いた額を計上している。

区 分 厚生年金 国共済 地共済 私学共済

国民年金

合 計
公的年金

制度全体
国
唇電
金
 1 
基
蟹電
金

収入総額    簿価ベース

保険料収入

国庫・公経済負担

追加費用

運用収入   簿価ベース

(再掲 年金積立金管理運用独立行政法人納付金 )

基礎年金交付金

国共済組合連合会等拠出金収入

財政調整拠出金収入

職域等費用納付金

解散厚生年金基金等徴収金

基礎年金拠出金収入

独立行政法人福祉医療機構納付金

積立金より受入

その他 100         76         71      15,718

億 円 億 円 億 円

364,217      19,527       52,516       4,561      54,144     208,448

226,905      10,432       30,188       3,190      17,470           -

54,323       1,747        4,630         637      18,558           -

-       3,538        9,445           -           ―           ―

17,682       1,712        5,242         513       1,093         172

(16,858)                  (1,078)

18,797       1,350        2,912         146      14,863           -

328           -            ―           ―           ―           ―

-714-― ― ―

2,218          -           ―          ―          ―          ―

3,486           -            ―           ―           ―           ―

―           ―            ―           ―           -     192,558

6,401           -            ―           -         353           -

33,605           -            ―           -       1,737           -

億 円 億円

703,414

288,186

79,895

12,982

26,414

(17,936)

38,067

328

714

2,218

3,486

192,558

6,754

35,342

16,469

億円

456,070

288,186

79,895

12,982

26,414

(17,936)

②

④

③

2,218

3,486

①

6,754

35,342

※ 794

支出総額

給付費

基礎年金拠出金

年金保険者拠出金

基礎年金相当給付費 嵯礎年金交付金)

財政調整拠出金

その他

361,078      21,958       58,843       4,872      58,344     192,526

226,870      16,736       43,917       2,508      15,779     154,458

133,162       4,493       11,995       1,691      41,218           _

_         27         221         80          _          _

_           _            _           _           _      38,067

--714-― ―

1,046         702        1,996         593       1,346           0

697,620

460,269

192,558

328

38,067

714

5,683

465,952

460,269

①

④

②

③
5,683

収支残     簿価ベース 3,139    ∠ゝ 2,431     ∠ゝ 6,327      ∠ゝ 311    ∠ゝ 4,199      15,922 5.794 ∠ゝ 9,882

年度末積立金  簿価ベース 1,240,188      85,711      395,200      34,366      76,920       7,246 1,839,631 1,839,631

年度末積立金の 簿価ベース

対前年度増減額

△ 30,380  △ 2,431  △ 6,327   △ 3n  △ 5,772 ∠ゝ 45,221 △ 45,221

(参考)

運用収入    時価ベース △ 87,252  △ 3,356  △ 26,799  △ 2,572  △ 5,924    172 ∠ゝ 125,731 △ 125,731

年度末積立金  時価ベース 1,166,496      82,145      362,067      31,523      71,885       7,246 1.721.362 1,721,362

年度末積立金の 時価ベース

対前年度増減額

△ 135,314  △ 6,813  △ 36,512  △ 2,804 △ 12,789 ∠ゝ 194,233 Zゝ 194,233
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第 2童◆財政状況

図表 21-2 財政収支状況  ―平成20年度―

6,754

35,342

16,469

ЭЭЭの項目は、合計でみると収入・支出間で相殺されており、公的年金制
全体の財政には影響しないことから、公的年金制度全体の財政収支状況を
る場合は、これらの項目を収入・支出両面から除いている。

区 分

収入総額 (簿価ベース)

保険料収入

国庫・公経済負担

追加費用

運用収入 (簿価ベース)

基礎年金交付金

国共済組合連合会等拠出金収入

財政調整拠出金収入

職域等費用納付金

解散厚生年金基金等徴収金

基礎年金拠出金収入

独立行政法人福祉医療機構納付金

積立金より受入

その他

456,0

288,1

合計

億円

703,414

288,186

79,895

12,982

26,414

79,895

12,982

26.414 国民年金

(基礎年金勘定)

③

2,218

3,486

6,754

35,342

※ 794

□

注

基礎年金拠出金

特別国庫負担

計 (拠出金等収入)

参考 20年度分確定額

基礎年金拠出金 電]]曇 1)

特別国庫負担

計

基礎年金給付費

基礎年金相当給付費

億 円

187,365

5,194

184,065

4,756

154,435

34,385

支出総額               465,9

給付費               460,2
基礎年金拠出金

年金保険者拠出金

基礎年金相当給付費 (基礎年金交付金)

財政調整拠出金

その他                5,6 5,683

①各制度から基礎年金勘定ヘ

②基礎年金勘定から各制度へ [基礎年金相当給付費に充てられる]

③国共済と地共済の両制度間における財政調整拠出金
④旧三公社共済年金統合に伴う各共済年金から厚生年金への支援

Π
＝
且
∨

(各制度からの給付費
の一部として)

基礎年金相当部分の

ある受給者ヘ

基礎年金給付費

基礎年金相当給付費
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第 2章◆財政状況

たことに対応 して、平成 18年度以降に年金住宅融資回収金等が収入 となっているも

のである。 (平成 18年度については 「1日 午金資金運用基金の解散に伴い年金住宅融

資回収金等が年金特別会計に承継 されたことによる収入」 として 「その他の収入」

に計上 された。)

厚生年金 と国民年金 (国民年金勘定)には、それぞれ 3兆 3,605億 円、1,737億

円の「積立金より受入」がある。これは、平成 16年年金制度改正により、積立金を

活用する有限均衡方式での財政運営に変わったことか ら、当年度の年金保険事業の

事業運営上の財源に充てるため必要があるときには、あらかじめ積立金からの繰入

を当年度の予算に計上することで財源を確保することとし、「積立金 より受入」とい

う収入項 目を立てているものである。当年度の給付等の支出を支障なく行 うとい う

事業運営の観点か ら必要な項 目であるが、年金財政の観点からみる際には収入から

除外するのが適当である。 (「 (2)平成 20年度の単年度収支状況」の項を参照。)

基礎年金拠出金収入 19兆 2,558億円は、各制度の支出項 目である基礎年金拠出金

に対応 して、受け入れ側の国民年金 (基礎年金勘定)の収入項 目となっているもの

で、公的年金制度の合計でみると、収入・支出の双方に同額が計上され、財政的に

は相殺 されている。同様に、収入項 目の基礎年金交付金 3兆 8,067億 円、国共済組

合連合会等拠出金収入 328億 円に対 して、それぞれ支出項 目の基礎年金相当給付費

(み なし基礎年金給付費 )、 年金保険者拠出金が対応 してお り、公的年金制度の合計

ではそれぞれ相殺 されている。また、平成 16年度か ら始まった国共済 と地共済の財

政単位の一元化に伴い、地共済が財政調整拠出金 714億 円を拠出し、国共済が財政

調整拠出金収入 として受け入れているが、上記 と同様、相殺関係にある。

したがって、公的年金制度全体の財政収支状況をみる場合には、公的年金制度内

でのや りとりであるこれ らの項 目を収入・支出両面か ら除いている (図表 21-2)。

また、単年度の財政収支状況をとらえるため、収入のその他には、基礎年金勘定の

前年度剰余金受入 1兆 5,675億円を除いた額を計上 している。

こうした考え方に基づいて算出した公的年金制度全体の収入総額は、簿価ベース

で 45兆 6,070億円である。ただし、この中には、厚生年金、国民年金の「積立金よ

り受入」 (総額 3兆 5,342億円)が含まれている。
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第 2童◆財政状況

(公的年金制度全体の支出 :年金給付費 46.0兆円等 )

一方、平成 20年度の公的年金制度全体での支出は、給付費 46兆 269億円などと

なっている。

給付費の うち、被用者年金各制度及び国民年金勘定の給付費にはその一部 として

基礎年金相当給付費が含まれてお り、これ と基礎年金勘定の給付費である基礎年金

給付費がいわゆる 1階部分にあたる給付費 となる。

また、各制度 (基礎年金勘定を含む)力 拠`出した基礎年金拠出金、年金保険者拠

出金、基礎年金相当給付費 (いずれも公的年金制度全体では対応する収入項 目と相

殺関係にある。)は、他制度の収入 として受け入れ られた後、最終的には公的年金制

度の給付費の一部 として支出される (図表 212)。

前述の考え方に基づいて算出した公的年金制度全体の支出総額は、46兆 5,952億

円となっている。           R

(公的年金制度全体の積立金 :簿価ベースで 184.0兆円、時価ベースで 172.1兆 円)

公的年金制度全体の平成 20年度末の積立金は、簿価ベースで 183兆 9,631億円、

時価ベースで 172兆 1,362億円となっている。なお、この積立金には、厚生年金基

金が代行 している部分の積立金は含まれていない。

(公的年金制度全体の年度末積立金の対前年度増減額 )

年度末積立金の対前年度増減額は、簿価ベースで 4兆 5,221億円の減、時価ベー

スで 19兆 4,233億円の減 となっている。
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(2)平成 20年度の単年度収支状況

図表 2-1-3は 、年金数理部会が公的年金制度の財政状況を年金財政の観点から制

度横断的に比較・分析 した平成 20年度の単年度収支状況である。経済状況を反映し

て運用収入の変動が大きくなつているため、「運用損益分を除いた単年度収支残」と

「運用による損益」の 2つ に分けて分析 している。

ここで、運用損益分を除いた単年度収支残については、収入においては 「運用収

入」、厚生年金 0国民年金 (国民年金勘定)の 「積立金 より受入」、国民年金 (基礎

年金勘定)の 「前年度剰余金受入」を除き、支出においては国共済・地共済・私学

共済の 「有価証券売All損等」を 「その他」か ら除いて算出している。

公的年金制度全体の平成 20年度の運用損益分を除いた単年度の収入総額は 39兆

4,314億 円、単年度の支出総額は、46兆 2,818億円、収支残は 6兆 8,504億円のマ

イナスとなつている。この 「運用損益分を除いた単年度収支残」6兆 8,504億 円の

マイナスに加え、運用による損益が時価ベースで 12兆 5,731億円のマイナスとなつ

てお り、結果 として、公的年金制度全体の時価ベースの年度末積立金は、対前年度

で 19兆 4,233億円減の 172兆 1,362億 円となった。

制度別にみると、運用損益分を除いた単年度収支残、運用による損益 (時価ベー

ス)と もに、基礎年金勘定を除いたすべての制度でマイナスとなっている:
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区 分 厚生年金 国共済 地共済 私学共済

国 民 年 今

合計
公的年金

制度全体
国
曇無

金
 1 

基
鯨軍

金

収

入

　

（
単
年

度
）

総額

億円   億円    億円   億円    億円    億円

312 930     17.815      47 274      4 048       51 314       192 601

億円

62R 98,

億 円

保険料収入

国庫・公経済負担

追加費用

基礎年金交付金

国共済組合連合会等拠出金収入

財政調整拠出金収入

職域等費用納付金

解散厚生年金基金等徴収金

基礎年金拠出金収入

独立行政法人福祉医療機構納付金

その他

226,905     10,432      30,188      3,190        17,470             -

54,323       1,747       4,630        637        18,558             -

-      3,538       9,445          -            ―             ―

18,797       1,350       2,912         146        14,863   ・         ―

328          -           ―          ―            ―             ―

-        714           -          ―            ―             ―

2,218          -           ―          ―            ―             ―

3,486          -           ―          ―            ―            一

―          ―           ―          ―            -       192,558

6,401          -           ―          -          353            -

472          33          100         76            71            42

288,186

79,895

12,982

38,067

328

714

2,218

3,486

192,558

6,754

794

288,186

79,895

12,982

②

④

③
2,218

3,486

①

6,754

794

支

出

（
単

年
度
）

総額 361,078     21,272      56,987      4,281        58,344       192,526 694,487 462,318

給付費

基礎年金拠出金

年金保険者拠出金

基礎年金相当給付費 (基礎年金交付金)

財政調整拠出金

その他

226,870     16,736      43,917      2,508        15,779       154,458

133,162      4,493      11,995      1,691        41,218             -

-         27         221          80             -             _

_          _           _          _            _        38,067

-          -         714          -            ―            ―

1,046          16         139          2         1,346             0

460,269

192,558

328

38,067

714

2,549

460,269

①

④

②

③
2,549

運用損益分を除いた単年度収支残 ∠ゝ 48,148    ∠ゝ 3,457     ∠ゝ 9,712      ∠ゝ 232      ∠ゝ 7,029             75 △ 68,504 Zゝ 68.504

運用による損益 時価ベース ∠ゝ 87,252   ∠■ 3,356   ∠ゝ 26,799   ∠ゝ 2,572     ∠ゝ 5,924           172 ∠ゝ 125,731 △ 125,731

年度末積立金の 時価ベース

対前年度増減額

∠ゝ 135,314   ∠ヽ 6,813   ∠ゝ 36,512   ∠ゝ 2,804    ∠ヽ 12,789 ∠ゝ 194,233 △ 194,233

年度末積立金  時価ベース 1,166,496     82,145     362,067     31,523       71,885         7,246 1,721,362 1.721.362

図表卜1-3 単年度収支状況 一平成20年度―

【年金数理部会が年金財政の観′ほから制度横断的に比較・分析したもの】

注1 「単年度収支状況」は、公的年金制度の財政状況を年金財政の観点から制度横断的に比較・分析したもので、収入では 「運用収入J、 厚生年金・国民年金 (国民年金勘定)

の「積立金より受入」、基礎年金勘定の「前年度剰余金受入」を除き、支出では国共済・地共済・私学共済の「有価証券売却損等」を「その他」から除いて算出しており、
収入総額と文出総額の差を「運用損益分を除いた単年度収支残」としている。
公的年金制度は積立金を活用する有限均衡方式で財政運営を行つており、厚生年金・国民年金 (国民年金勘定)の事業運営では、必要がある年度については、あらかじめ
「積立金より受入」を予算計上して財源を確保し、当年度の給付等の支出を支障なく行うようにしているため、本表の単年度収支残は、事業運営の結果を示す決算の収支残
とは異なるものである。

注2 厚生年金・国民年金の時価ベースの運用損益は、旧年金福祉事業団から承継した資産に係る損益を含めて、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分の運用実績
を時価ベースで評価 したものである。なお、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金のそれぞれの積立金の元本平均残高の比率により
行つている。また、国共済、地共済、私学共済の時価ベースの運用損益は、正味運用収入 (運用収入から有価証券売却損等の費用を減じた収益額)に年度末積立金の評価損
益の増減分を加算して推計しており、参考値である。

注3 基礎年金拠出金収入、国民年金勘定の基礎年金拠出金には、特別国庫負担額を含めた基礎年金勘定への繰入額を計上している。

注4 基礎年金勘定の収入のその他には、前年度剰余金受入 (15,675億 円)を除いた額を計上している。

注5 国共済・地共済・私学共済の支出のその他には、有価証券売却損等の費用を除いた額を計上している。

注6 基礎年金勘定の積立金は、基礎年金制度が導入された昭和61年度より、国民年金法に基づく基礎年金等の給付財源として、国民年金勘定の積立金の一部をこの勘定の積立金
としたものである。

注7 厚生年金の収支状況は、厚生年金基金が代行している部分を含まない。
注8 公的年金制度全体では、公的年金制度全体としての財政収支状況をとらえるため、公的年金制度内でのやりとり (①～④)について収入・支出両面から除いている。
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(3)保険料収入 一地共済、国民年金で減少一

平成 20年度の保険料収入は、厚生年金 22兆 6,905億円、国共済 1兆 432億 円、

地共済 3兆 188億円、私学共済 3,190億円、国民年金 1兆 7,470億円であつた (図

ヲ更2-1-4)。

図表 2-14 保険料収入額の推移

注1厚生年金の平成8年度以前は旧三共済猾 まず、平成13年度以前は旧農林年金猾 まない。

注2厚生年金の対前年度増減率の《》内は、平成9年度については平成8年度に旧三共済分袷 めた場合の率、平成

14年度については平成13年度に旧農林年金分袷 めた場合の率である。

注3平成 14、 15年度の被用者年金制度計及び公的年金制度全体には、旧農林年金分 (統合前に係る分)を含 めてある

ため、各制度の値の和と一致しない。

年度
厚生年金

:旧三共済 1旧農林年金
国共済 地共済 私学共済

被用者年金

制度計
国民年金

(国 民年金勘定 |

公的年金

制度全体

平成

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

186,933

193,706

億円

4,209

52

億 円

3,153

3,213

3,345

3,334

3,317

3,289

3,249

206,832

206,151

202,099

200,512

199,360

202,034

192,425

194,537

200,584

209,835

219,691

226,905

億 円 億 円   億 円   億円

9,066    27,437     2,066 .

9,454    28,391     2,127

9,816    29,712     2,238

9,881    30,035     2,281

9,957    30,218     2,315

0,206    29,882     2,351

0,252    29,857     2,384

0,130    29,656     2,508

0,231    29,677     2,658

0,218    29,735     2,680

0,290    30,099     2,789

0,333    30,312     2,918

0,350    30,358     3,049

0,432    30,188     3,190

億 円

232,864

241,242

251,943

251,682

247,906

246,240

245,102

244,597

234,991

237,171

243,762

253,397

263,448

270,716

億 円

8,251

9,209

9,453

9,716

0,025

9,678

9,538

8,958

9,627

9,354

9,480

9,038

8,582

7,470

億 円

251,116

260,451

271,397

271,398

267,931

265,919

264,640

263,555

254,618

256,525

263,242

272,435

282,029

288,186

署ζ  (%

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

3.6 1   3.4

68 《4.4》

△ 0.3

△ 2.0

△ 08

△ 0.6

1.9

4.1

△ 0.3

△ 0.5

△ 0.9

△ 12

4.3      3.5      2.9

3.8      4.7      5.2

07       1.1       1.9

0 8         0 6         1.5

25    ∠玉 1.1       1.6

0.5    ∠ゝ 0.1      1.4

∠ゝ 1 2      ∠ゝ 0.7         5.2

1.0       0.1       60

∠ゝ 0.1         0 2         0.8

0.7      1.2      4.1

0.4      0,7      4.6

0.2      02      45

0.8      ∠ゝ 0 6         4.6

3.6

44

△ 0.1

△ 1.5

△ 07

△ 05

△ 02

△ 3.9

09

2.8

4.0

40

2.8

52

1.3

1.4

16

△ 1.7

△ 0.7

△ 3.0

3.5

△ 14

0.6

△ 2.3

△ 2.4

△ 6.0

3.7

4.2

00

△ 13

△ 08

△ 05

△ 04

△ 3.4

07

2.6

35

3.5

2.2

1.3  《△

△ 48

1.1

3.1

4.6

4.7

3.3
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保険料収入の推移をみると、平成 20年度には、厚生年金が 3.3%、 国共済が 0.8%、

私学共済が 4.6%そ れぞれ増加 した一方、地共済が 0.6%、 国民年金が 6.0%の減少

となつている。公的年金制度全体では、平成 16年度以降増加傾向にあり、平成 20

年度には対前年度で 2.2%増の 28兆 8,186億 円となった。

保険料収入に関 しては、平成 20年 4月 に私学共済 (H.522%→ 11.876%)の保険

料率が、9月 に厚生年金 (14.996%→ 15.350%)、 国共済 (14.896%→ 15.025%)の

保険料率が引き上げられてお り (図表 2-1-5)、 これ ら3制度の保険料収入の増加に

大きく寄与 している。 これに加え、私学共済では被保険者数が増加 したことも保険

料収入の増加要因となつている。一方、地共済では、20年 9月 に保険料率が引き上

げられた (14.446%→ 14.800%)も のの、被保険者数及び 1人当た り標準報酬額の

減少に伴い標準報酬総額が大きく減少 したため、保険料収入が減少 した。また、国

民年金は平成 20年 4月 に保険料の引き上げ (14,100円 → 14,410円 )が行われたが、

被保険者数の減少等の影響が大きく、保険料収入は減少 した。

注 1 0内 は改定月である。

注 2被 用者年金各制度の平成 15年 3月 までの保険料率は標準報酬月額ベース、平成 15年 4月 以降は総報酬ベースの数値であり、本人負担分の 2倍
を掲 げた。

注 3 日本鉄道、 日本電信電話及び 日本たばこ産業の各共済年金は、平成 9年 4月 に厚生年金保険に統合 された (網 掛け)。

注 4農 林年金は平成14年 4月 に厚生年金保険に統合 された (網 掛 け)。

注 5厚 生年金の被保険者の うち坑内員及び船員の保険料率は平成22年 9月 時点で16696%で ある。

図表 2-1-5 公的年金各制度の保険料 (率 )
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